
事務事業評価の評価結果について（平成26年度の事業に対する評価）

下水道局 評価：４＝できている　３＝概ねできている　２＝課題克服が必要　１＝未着手状況　　

指標名 指標設定の考え方 目標値 実績値 数値以外の目標 目標に対する実績等の分析 評価 所見
平成27年度
以降の事業
の方向性

所見

下水道政策
課

一般管理
事業

　事業経営に資するための企画
及び計画などの総合的な調整を
行うとともに流域下水道維持管
理負担金や建設負担金など下水
道事業に係る事務的経費を適正
に執行し、適正な価格でのサー
ビスの提供を行います。

流域下水道
維持管理経
費の対前年
度伸び率7％
以内

　流域下水道維持管理経
費の動向は、本市下水道
事業の経営に大きな影響
を及ぼすことから、事業
主体である三重県と協議
を行い、コスト縮減を推
進することで負担金額の
縮減を図ります。

7%
適正な事業経費の執
行

　県との協議に基づき、
流域下水道維持管理負担
金及び建設負担金につい
て、適正に執行すること
ができました。

4

　流域下水道維持管理負
担金とともに流域下水道
建設負担金を負担し、流
域下水道の適正な維持管
理及び普及促進を図るこ
とにより、生活環境の改
善、公共用水域の水質保
全等の充実に資すること
ができました。
　また、平成２７年度か
らの下水道事業の地方公
営企業法適用に向けた取
組みが着実に進められ
た。

拡充・充
実

　適正な価格でサービス
が提供できるよう、引き
続き、流域下水道の事業
主体である三重県と協議
を行い、事業の効率化に
よる更なるコスト縮減を
実現すべく、維持管理負
担金及び建設負担金の縮
減を図ります。
　また、引き続き、長期
的な視野に立った下水道
計画の検討を進めます。

下水道政策
課

使用料・
受益者負
担金賦課
徴収事業

　適正な料金水準でのサービス
提供及び持続可能な事業経営を
実現するため、事業経営の根幹
をなす下水道使用料及び施設建
設のための貴重な財源である受
益者負担金などを適正に賦課す
るとともに、賦課した使用料等
については、市民の公平な負担
が実現できるよう確実な徴収を
実施します。

下水道使用
料の徴収率

　下水道使用料は下水道
事業経営の根幹を形成す
る収入であり、市民の公
平な負担を期する観点か
らもその徴収率の向上を
目指す必要性から設定し
ました。目標値について
は、平成26年度地方公
営企業法適用により実績
値が減となったが、平成
27年度については平成
26年度と同様に98.2%
を数値目標とします。

98.2% 81.82%
下水道使用料の徴収
率の向上

　地方公営企業法適用に
よる３月打切決算により
実績値減となりました。
　また、係争中の大口使
用者による滞納が継続さ
れていることにより実績
値が低くなっています。
この滞納がないと仮定す
ると82.5％となります。
　引き続き、水道局との
連携のもと、徴収率の向
上に努めます。

4

　説明会等を通じて下水
道使用料及び受益者負担
金（分担金）制度に対す
る理解を深めるととも
に、適正な賦課徴収を実
施することにより、収入
の確保を図りました。
　また、水道局との連携
のもと、更なる下水道使
用料の徴収率の向上に努
めます。

拡充・充
実

　下水道使用料及び受益
者負担金（分担金）制度
について、市民の理解を
深めるとともに、使用料
及び受益者負担金等の滞
納整理体制の強化を図る
など、更なる収入の確保
に努めます。

下水道建設
課

一般管理
事業

　下水道施設に係る維持管理事
業の総合的な調整及び事業に係
る事務的諸経費の効率的な執行
に努め、円滑な事業の推進を図
ります。

事業決算額
の対前年度
比

　事務費の適正な執行に
より、事務経費の抑制を
図ることを目標とするた
め、事業決算額の対前年
度比を指標とします。
　なお、経費のうち公用
車の車検に係る経費及び
備品購入費は除くものと
します。

98.0% 150.9% 事業費の縮減
　事務経費の適正な執行
ができました。

4
　公用車の所管替えによ
り事務経費が減少しまし
た。

現状維持
　事務費の縮減に努めつ
つ、効率的な予算執行を
行います。

下水道建設
課

排水施設
維持管理
事業設備
検査・指
導事業

　下水道供用開始済地域におけ
る公共下水道への接続率を向上
させることにより、公共用水域
の水質保全と住環境の美化を図
るとともに下水道事業の健全な
経営に寄与します。

下水道供用
開始区域内
世帯の接続
率

　下水道供用開始済地域
における公共下水道への
接続を推進し、下水道接
続世帯数の増加を図る必
要があることから、下水
道供用開始区域内世帯の
接続率を指標とします。
（下水道接続世帯数/下
水道供用開始済区域内の
世帯数×１００）

90% 87.1%
下水道接続世帯数の
増

　水洗化人口の減少によ
るもの及び長期不在の空
き家等が増加傾向にある
ため目標値に達しません
でした。

3

　供用開始から3年以上
を経過して未接続である
世帯及び事業所に対する
戸別訪問による啓発を積
極的に実施しましたが、
数値的に接続率は目標値
を下回る結果となりまし
た。
　引き続き戸別訪問によ
る啓発を強化するととも
に、各種助成制度の啓発
など、接続率の向上に向
けた取組を推進します。
　一方、今後は、老人世
帯の増加や人口の減少に
より、接続率は90％を
少し上回る程度で頭打ち
になることが予想されま
す。

拡充・充
実

　未接続世帯等への個別
訪問による啓発を実施す
ることで、更なる接続率
の向上を目指します。

所管課長等による評価

課等名 中事業名 事業の目的

成果指標（平成26年度） 事業の評価
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下水道建設
課

管きょ維
持管理事
業（公
共）

　下水道施設の適正な維持管理
を行うことにより、機能性及び
安全性の確保に努めるととも
に、経年的に増加する資産の効
率的な管理を推進し、維持管理
に係る支出の抑制を図ります。

不明水調査
率（公共下
水道）

　管路の維持管理上、特
に問題となっている不明
水について、調査の５カ
年計画を作成し、その調
査済率（調査済の延長/
平成２５年度～平成２９
年度までの５カ年計画の
総延長）×１００を指標
とします。

38% 45%
下水道施設の機能性
及び安全性の確保

　不明水調査業務及び不
明水対策工事を当初計画
以上に遂行することがで
きました。また、頻発す
る突発事故に対し早期対
応することで事故の拡大
を防ぐことができまし
た。

4

　下水道台帳の更新と計
画的な不明水対策及び迅
速な修繕を実施すること
で、施設の機能保全と安
全性の確保を図ることが
できました。

現状維持

　下水道台帳の更新及び
点検・調査、修繕等の履
歴を管理することにより
施設の状態を把握し、事
後対策型の維持管理から
予防保全型の対応を実施
することで、維持管理経
費の削減を図り、長寿命
化を含めた施設の適切な
保全に努めます。

下水道建設
課

管きょ維
持管理事
業（特
環）

　下水道施設の適正な維持管理
を行うことにより、機能性及び
安全性の確保に努めるととも
に、経年的に増加する資産の効
率的な管理を推進し、維持管理
に係る支出の抑制を図ります。

マンホール
蓋取替率
（特定環境
保全公共下
水道）

　管路の維持管理上、特
に問題となっている不明
水について、マンホール
蓋取替５カ年計画を作成
し、その整備済率（整備
済の箇所数/平成２５年
度～平成２９年度までの
５カ年計画の総数）×１
００を指標とします。

40% 40%
下水道施設の機能性
及び安全性の確保

　頻発する突発事故に対
し、早期対応することで
事故の拡大を失せぐこと
ができました。

4

　迅速な修繕を実施する
ことで、施設の機能保全
と確保を図ることができ
ました。

現状維持

　施設修繕を的確に行う
ことで、施設の長寿命化
と安全性の確保に努めま
す。

下水道建設
課

事務費管
理事業

　建設投資事業の総合的な調整
及び事業に係る事務的諸経費の
効率的な執行に努め、円滑な事
業の推進を図ります。

　建設投資
事業量に応
じた効率的
な予算執行

　円滑な事業の推進を図
りつつ、効率的な予算執
行に努める必要があるこ
とから、当該事業決算額
の建設投資事業費に占め
る割合を指標とします。

0.8% 1%
建設投資事業量に応
じた効率的な予算執
行

　積算システムの更新等
臨時的な事務経費により
目標値を達成できなかっ
たものの、一般的な事務
経費については効率的な
執行に努めました。

3

　積算システムの更新等
臨時的な事務経費により
目標値を達成できません
でしたが、一般的な事務
経費について、効率的な
執行ができるよう努めま
す。

現状維持
　今まで以上に効率的な
予算執行に努め、経費の
縮減を図ります。

下水道建設
課

公共下水
道事業
（汚水）

　生活環境の向上及び公共用水
域の保全等を目的に、単独公共
下水道及び流域関連公共下水道
事業における汚水排水施設の整
備を図ります。
　単独公共下水道（中央処理
区、椋本処理区）
　中勢沿岸流域関連公共下水道
事業（雲出川左岸処理区、志登
茂川処理区）

下水道整備
面積（単年
度の整備面
積）

　平成29年度末におけ
る整備目標面積
3,600haの達成に向
け、下水道整備計画に基
づき単年度当たりの目標
整備面積の着実な整備を
図ります。

30.1ｈａ 27.7ｈａ
計画的な下水道整備
の推進

　支障物件等の移設に時
間を要したことから、本
工事の着手が遅れ、数値
目標の達成に至りません
でした。

3

　地元調整、支障物件等
の移設に時間を要したこ
とから、本工事の着手が
遅れ、数値目標の達成に
至りませんでした。地元
及び関係機関との調整を
早期に行うような取り組
みを行い、円滑な事業の
推進に努めます。

現状維持

　引き続き計画的に下水
道整備を進め、問題点の
把握をすることで事業計
画が着実に遂行できるよ
う努めます。

下水道建設
課

公共下水
道事業
（雨水）

浸水防除を目的として、流域関
連公共下水道事業の雨水排水施
設の整備を図ります。
　中勢沿岸流域関連公共下水道
（雲出川左岸処理区、志登茂川
処理区）

雨水幹線整
備の延伸

　浸水被害の低減し、浸
水区域を解消するために
雨水排水施設の整備・充
実図る必要があるため、
計画に基づき単年度当た
りの目標整備延長の着実
な整備を図ります。

758ｍ 691ｍ 浸水区域の解消

　地元調整及び支障物件
の移設等に関する協議に
時間を要したことから工
事執行に遅延が生じ、数
値目標の達成に至りませ
んでした。

3

　地元及び関係機関との
調整を早期に行うととも
に、事業計画に後戻りや
停滞が生じないよう十分
な協議をすることによ
り、円滑な事業推進に努
めます。

現状維持
　引き続き計画的に下水
道整備を進め、浸水被害
の軽減に努めます。

下水道建設
課

特定環境
保全公共
下水道事
業

　生活環境の向上及び公共用水
域の保全等を目的に、流域関連
公共下水道事業における汚水排
水施設の整備を図ります。
　中勢沿岸流域下水道事業（雲
出川左岸処理区、志登茂川処理
区、松阪処理区）

下水道整備
面積（単年
度の整備面
積）

　平成29年度末におけ
る整備目標面積
3,600haの達成に向
け、下水道整備計画に基
づき単年度当たりの目標
整備面積の着実な整備を
図ります。

32.9ｈａ 33.1ｈａ
計画的な下水道整備
の推進

　円滑に事業を推進する
ことができました。

4

　早期に問題点を把握す
るなどの取り組みによ
り、事業の着実な推進を
図ることができました。

現状維持

　引き続き計画的に下水
道整備を進め、生活環境
の改善、公共用水域の水
質保全に努めます。

2 / 4 



下水道局 評価：４＝できている　３＝概ねできている　２＝課題克服が必要　１＝未着手状況　　

指標名 指標設定の考え方 目標値 実績値 数値以外の目標 目標に対する実績等の分析 評価 所見
平成27年度
以降の事業
の方向性

所見

所管課長等による評価

課等名 中事業名 事業の目的

成果指標（平成26年度） 事業の評価

下水道施設
課

施設管理
運営事業

　南部産業廃棄物最終処分場に
おいて、浸出水処理設備等の適
切な運転を行うとともに放流水
の水質検査及び大気環境の分析
調査を通じてその適正な基準を
維持確保し、施設周辺の住民の
生活環境及び公共用水域の水質
を保全します。

事業費の伸
び率（対前
年度比較と
する。政策
的経費及び
繰越事業費
は除く）

　放流水質及び大気環境
の基準を遵守し、施設周
辺の住民の生活環境を保
全するとともに、施設の
計画的かつ効率的な維持
管理を実施することによ
り事業費の縮減を図りま
す。

99% 99.9%
効率的な施設運営に
よる維持管理費の縮
減

　定性的な目標である維
持管理費の縮減に努めま
したが、ほぼ限界に近い
状況です。

3

　放流水質及び大気環境
の適正な基準を遵守する
ことができましたが、効
率的な運営については、
ほぼ限界に近い状態で
す。

現状維持

　効率的な施設運営管理
により、維持管理経費の
縮減に努めます。また、
現在は当処分場への汚泥
の搬入・埋立は行ってい
ないため、今後は関係部
局との協議・調整を行
い、事業の縮小や施設の
廃止に向けて検討を進め
ます。

下水道施設
課

排水施設
維持管理
事業

　市内の排水機場について、日
常の点検業務や修繕等の適正な
維持管理を通じて施設機能の保
全・充実に努め、市民の生命や
財産の安全を確保するため、大
雨による浸水被害の低減を図り
ます。

市内排水機
場の1秒間の
排水能力

　排水機場の機能が十分
に確保された状態を想定
し、市内排水機場の1秒
間の排水能力を設定しま
した。

65.7㎥/S 65.7㎥/S
　排水能力は現状維持で
ありますが、現有施設の
機能確保はできました。

4

　日常の点検や修繕など
適正な維持管理を行った
ことにより、現有施設の
排水機能の保全ができま
した。

現状維持

　計画的な修繕や適切な
維持管理を実施すること
により、有事の際に最大
限の施設能力が発揮でき
るよう機能の保全を図り
ます。また、効率的な維
持管理により経費の縮減
に努めます。

下水道施設
課

ポンプ場
維持管理
事業

　市内のポンプ場について、日
常の点検業務や修繕等の適正な
維持管理を通じて施設機能の保
全・充実に努め、市民の生命や
財産の安全の確保するため、大
雨による浸水被害の低減を図り
ます。

市内ポンプ
場の1秒間の
排水能力

　ポンプ場の機能が十分
に確保された状態を想定
し、市内ポンプ場の1秒
間の排水能力を設定しま
した。

151.8㎥/S 151.8㎥/S

　排水能力は現状維持で
ありますが、現有施設の
機能確保は達成できまし
た。

4

　日常の点検や修繕など
適正な維持管理を行った
ことにより、現有施設の
排水機能の保全ができま
した。

現状維持

　計画的な修繕や適切な
維持管理を実施すること
により、有事の際に最大
限の施設能力が発揮でき
るよう機能の保全を図り
ます。また、効率的な維
持管理により経費の縮減
に努めます。

下水道施設
課

施設維持
管理事業
（中央）

　中央浄化センター及び極楽橋
（中継）ポンプ場の各施設の適
正な運転及び管理を通じて、汚
水を適正な基準の水質に浄化し
て放流することにより、市民の
生活環境及び公共用水域の水質
の保全を図ります。
　また、施設管理の効率化を推
進することにより経費の縮減を
図ります。

事業費の伸
び率（対前
年度比較と
する。政策
的経費及び
繰越事業費
は除く）

　放流水質の基準を遵守
し、市民の生活環境及び
公共用水域の水質を保全
するとともに、施設の計
画的かつ効率的な維持管
理を実施することにより
事業費の縮減を図りま
す。

99% 95.8%
効率的な施設運営に
よる維持管理費の縮
減

　想定以上に電気使用量
が増加したことにより管
理費が増加したものの、
打切り決算により減少し
た部分もありました。

3

　実質的には電気使用量
は削減できましたが、単
価上昇のため数値目標の
達成には至りませんでし
た。
　しかし、放流水質の適
正な基準を確保すること
ができました。
　今後においては、より
効率的な運営管理を実施
し経費の縮減に努めま
す。また、適切な維持管
理を持続させるために
は、老朽化した設備の更
新等を計画的に進めま
す。

現状維持

　平成２５年度から着手
した下水道長寿命化計画
に基づき、老朽化した設
備の更新等を進め施設の
延命化を図ることで、適
切な維持管理を持続し、
適正な放流水の水質基準
を遵守します。　また、
効率的な維持管理によ
り、更なる経費の縮減に
努めます。

下水道施設
課

施設維持
管理事業
（公共）

　千里ケ丘、浜田及び椋本の各
浄化センターの施設の適正な運
転及び管理を通じて、汚水を適
正な基準の水質に浄化して放流
することにより、市民の生活環
境及び公共用水域の水質の保全
を図ります。適正な維持管理に
努めます。

事業費の伸
び率（対前
年度比較と
する。政策
的経費及び
繰越事業費
は除く）

　放流水質の基準を遵守
し、市民の生活環境及び
公共用水域の水質を保全
するとともに、施設の計
画的かつ効率的な維持管
理を実施することにより
事業費の縮減を図りま
す。

99% 98%
効率的な施設運営に
よる維持管理費の縮
減

想定以上に電気使用量が
増加したことにより管理
費が増加しました。

3

　実質的には電気使用料
の増加のため数値目標の
達成には至りませんでし
た。
　しかし、放流水質の適
正な基準を確保すること
ができました。千里ヶ丘
浄化センターについて
は、将来、志登茂川流域
下水道への接続が見込め
るため、引き続き必要最
小限の修繕等に留めるな
ど、より効率的な施設の
運営管理をする必要があ
ります。

現状維持

　適切な維持管理を持続
し、適正な放流水の水質
基準を遵守します。ま
た、効率的な維持管理に
より経費の縮減に努めま
す。千里ヶ丘浄化セン
ターについては、将来、
志登茂川流域下水道への
接続が見込めるため、県
終末処理場の供用開始時
期等を見据えた、適切な
施設の運営管理に努めま
す。
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下水道施設
課

施設維持
管理事業
（特環）

　雲林院及び高宮浄化センター
の適正な運転及び管理を通じ
て、汚水を適正な基準の水質に
浄化して放流することにより、
市民の生活環境及び公共用水域
の水質の保全を図ります。

事業費の伸
び率（対前
年度比較と
する。政策
的経費及び
繰越事業費
は除く）

　放流水質の基準を遵守
し、市民の生活環境及び
公共用水域の水質を保全
するとともに、施設の計
画的かつ効率的な維持管
理を実施することにより
事業費の縮減を図りま
す。

99% 94.1%
効率的な施設運営に
よる維持管理費の縮
減

　電気料金上昇により管
理費が増加したものの、
打切り決算による減少も
ありました。

3

　実質的には電気使用量
は削減できましたが、単
価上昇のため数値目標の
達成には至りませんでし
た。
　しかし、放流水質の適
正な基準を確保すること
ができました。

現状維持

　適切な維持管理を持続
し、適正な放流水の水質
基準を遵守します。ま
た、効率的な維持管理に
より経費の縮減に努めま
す。
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